平成２１年７月
港湾局港湾経済課

港湾法施行規則の一部を改正する省令について

1． 背景

アジアゲートウェイ戦略会議において「貿易手続改革プログラム」が平成１９年５月１６日に策定され、同プログラムにおいて、国際物流機能の強化に向け、港湾手続の統一化・簡素化の推進が求められるとともに、同プログラムを踏まえた「規制改革推進のための３カ年計画」が同年６月２２日に閣議決定されたところである。

港湾局としてはこれらの計画等を踏まえ、我が国の国際競争力の維持向上のため、アジアトップクラスに匹敵するＩＴ化、ペーパーレス化の徹底等による港湾利用者の利便性向上を目指し、港により異なっていた港湾関連手続の申請書式の統一化・簡素化を進め、シングルウィンドウの機能追加を段階的に図っているところである。

平成２０年８月１日に策定された「貿易手続プログラム（改訂版）」においては、「平成２１年１０月より、次世代シングルウィンドウへ申請項目を追加し、船舶関係及び港湾施設使用関係手続について電子申請化していく。」とされていることから、今年度は港湾法施行規則（昭和２６年運輸省令第９８号。以下「規則」という。）に関して所要の改正を行うこととしている。

2． 概要

国土交通大臣は（１）入港届又は出港届その他の港湾管理者に対して行われる通知（以下「申請等」という。）であって国土交通省令で定めるもの及び（２）当該申請等に対する処分の通知、受理の通知その他の港湾管理者が行う通知（以下「処分通知等」という。）であって国土交通省令で定めるものを迅速かつ的確に処理するための電子情報処理組織を設置し、及び管理できるとされている（港湾法第５０条の２第１項第１号）。

現在（１）について入港届、出港届及び係留施設の使用の許可の申請（規則第１５条の２第１項）、（２）について入港届及び出港届を受理した旨の通知並びに係留施設の使用の許可の申請に対する処分の通知（同条第２項）が定められている。

今般、これまで局長通達により定めている統一モデルを用いている以下の申請等及び処分通知等を電子申請化していく港湾施設使用関係手続として追加する必要があることから、規則第１５条の２第１項及び第２項について所要の改正を行うものである。
(1) 入港届又は出港届その他の港湾管理者に対して行われる通知（以下「申請等」という。）であって国土交通省令で定めるもの

・船舶運航動静通知等に関する通報
・船舶給水施設使用許可申請
・旅客乗降用施設（渡船橋）使用許可申請

・ひき船使用許可申請兼配船希望願

・船舶廃油処理施設使用許可申請

・入港料減免申請

・入港料還付申請

・荷役機械使用許可申請

・港湾施設（上屋）使用許可申請 
・港湾施設（荷さばき地・野積場）使用許可申請

・コンテナ用電源施設使用許可申請

・港湾施設（上屋・荷さばき地・野積場）使用許可申請

・港湾施設（荷さばき地等）使用許可申請

(2) 当該申請等に対する処分の通知、受理の通知その他の港湾管理者が行う通知（以下「処分通知等」という。）であって国土交通省令で定めるもの
・船舶運航動静通知等に関する通報を受理した旨の通知

・船舶給水施設使用許可申請に対する処分の通知
・旅客乗降用施設（渡船橋）使用許可申請に対する処分の通知
・ひき船使用許可申請兼配船希望願に対する処分の通知
・船舶廃油処理施設使用許可申請に対する処分の通知

・入港料減免申請に対する処分の通知
・入港料還付申請に対する処分の通知
・荷役機械使用許可申請に対する処分の通知
・港湾施設（上屋）使用許可申請に対する処分の通知
・港湾施設（荷さばき地・野積場）使用許可申請に対する処分の通知
・コンテナ用電源施設使用許可申請に対する処分の通知
・港湾施設（上屋・荷さばき地・野積場）使用許可申請に対する処分の通知

・港湾施設（荷さばき地等）使用許可申請に対する処分の通知

3． 今後のスケジュール（予定）
公　　　布　：　平成２１年１０月上旬
施　　　行　：　平成２１年１０月上旬
